
タンザニア連合共和国

税務研修能力強化プロジェクト

詳細計画策定調査報告書

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部

平成24年1月

（2012年）

産 公

ＪＲ

12-001

タ
ン
ザ
ニ
ア
連
合
共
和
国
税
務
研
修
能
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告
書

平
成
24
年
1
月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構



タンザニア連合共和国

税務研修能力強化プロジェクト

詳細計画策定調査報告書

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部

平成24年1月

（2012年）



序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、タンザニア連合共和国政府から日本政府に対して提出された

要請に基づき、同国の税務行政改善支援に係る情報を収集し、同国政府と協議を行うため、2011

年 9 月 4 日から 9 月 21 日まで、調査団を現地に派遣しました。

調査団は、同国政府関係者などと協議を行い、また税務行政に係る現状調査を行いました。帰

国後に資料を取りまとめ、ここに本報告書完成の運びとなりました。この報告書が今後の本プロ

ジェクトの立ち上げ推進にあたり、関係者の参考資料として活用されれば幸いです。

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成 24 年 1 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　桑島　京子



目　　　　　次

序　文

目　次

地　図

写　真

略語表

事業事前評価表

第１章　調査実施の背景・目的 ………………………………………………………………………… 1
１－１　調査の背景 …………………………………………………………………………………… 1
１－２　調査の目的 …………………………………………………………………………………… 1
１－３　調査団の構成 ………………………………………………………………………………… 1
１－４　調査日程 ……………………………………………………………………………………… 2

第２章　タンザニア税務行政の現状と課題 …………………………………………………………… 4
２－１　タンザニアにおける財政・予算の現状 …………………………………………………… 4
２－２　タンザニア政府による歳入強化の取り組み ……………………………………………… 5
２－３　TRA の現状と課題 …………………………………………………………………………… 7
２－４　ITA の現状と課題 …………………………………………………………………………… 9
２－５　当該分野へのドナー支援とわが国の協力実績 ………………………………………… 14

第３章　事業事前評価結果 …………………………………………………………………………… 15
３－１　団長所感 …………………………………………………………………………………… 15
３－２　プロジェクトの概要 ……………………………………………………………………… 18
３－３　プロジェクト実施にあたってタンザニア側と確認した留意事項 ………………… 19
３－４　評価 5 項目による分析 …………………………………………………………………… 20

付属資料

１．協議議事録（Minutes of Meeting） ……………………………………………………………… 31
２．PCM ワークショップ結果 ……………………………………………………………………… 53
３．ITA の研修事業実績 …………………………………………………………………………… 61
４．ITA 研修計画 …………………………………………………………………………………… 64
５．ITA の研修実施予算 …………………………………………………………………………… 82
６．その他収集資料リスト ………………………………………………………………………… 83



出典：外務省ホームページ（http：//www.mofa.go.jp/mofaj/area/tanzania/index.html）

 

 

 

 

 



税務研修センター（ITA）外観

ITA 研修室 ITA 図書館

タンザニア歳入庁（TRA）長官表敬 M/M 署名

PCM ワークショップの様子



略　語　表

DANIDA Danish International Development Agency
デンマーク国際開発援

助庁

DFID Department for International Development 英国国際開発省

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金

ITA Institute of Tax Administration 税務研修センター

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会

MKUKUTA
Mkakati wa Kukuza Uchumi na Kupunguza Umaskini Tanzania
（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty） 

成長・貧困削減戦略

M/M Minutes of Meeting 協議議事録

PFMRP Public Finance Management Reform Program
公共財政管理改革プロ

グラム

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略ペーパー

TRA Tanzania Revenue Authority タンザニア歳入庁

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁

VAT Value-added Tax 付加価値税

WB World Bank 世界銀行

WCO World Customs Organization 世界税関機構



１．案件名

国　名：タンザニア連合共和国

案件名：税務研修能力強化プロジェクト

 Project for the Enhancement of Taxation Training in Tanzania 

２．事業の背景と必要性

（1）当該国における公共財政セクターの現状と課題

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）政府は、第2次成長･貧困削減戦略（Mkakati 
wa Kukuza Uchumi na Kupunguza Umaskini Tanzania：MKUKUTA-II）におけるマクロ経済戦略の

一環として、経済成長の促進、税基盤の拡大を含む税制改革や税務行政の効率化を図ることを

通じ、中長期的な国内歳入の強化を政策目標として掲げている。その結果、近年タンザニア政

府の歳入は順調に増加しており、2006 年度に比べて 2010 年度は倍増している。しかしながら、

現状は歳入の約 3 割を外国からの援助に依存しており、また GDP に占める国内歳入（うち 9
割強が税収）の割合は 17 % 以下と低い水準であることから、税務行政の強化及び歳入増加は

緊急性の高い重要な課題となっているが、特にタンザニア歳入庁（Tanzania Revenue Authority：
TRA）職員及び関係者の能力強化は、上記課題の実現のための重要な柱のひとつと認識されて

いる。

TRA 職員などの継続的な能力 ･ 知識向上のためには、主に TRA 直属の研修所として TRA 職

員を対象に研修を実施する税務研修センター（Institute of Tax Administration：ITA）の役割がま

すます重要になっている。現在 ITA では年間 2,000 人程度の TRA 職員及び民間・学生の研修員

を対象に、税務等に係る 40 以上の研修コースを実施しているが（いずれも 2010/11 年度実績）、

タンザニアの現状 ･ ニーズに合致した教材が必ずしも整備されていない、キャリアに応じた研

修カリキュラムが存在しないなどの課題を抱えており、人材育成の強化に向けた見直しが必要

となっている。さらに、TRA/ITA としては、民間セクターを対象とした研修プログラムを大幅

に拡充し、税務行政への理解を深めたいとの意向を有している。

このような背景の下、タンザニア政府はわが国に対して、ITA の研修実施能力の強化を目的

とした本件 ｢税務行政能力強化プロジェクト ｣を要請した。

（2）当該国における公共財政セクターの開発政策と本事業の位置づけ

タンザニア政府は、これまでの国家開発戦略である「貧困削減戦略ペーパー（Poverty 
Reduction Strategy Paper：PRSP）」「成長・貧困削減国家戦略（MKUKUTA：2005/06 ～ 2009/10
年度）」及び現行の「MKUKUTA –II：2010/11 年度～ 2014/15 年度」において、公共財政管理分

野の改革を重要課題の 1 つとして掲げている。同改革の最終的な目的は公的資金の適切な管理・

活用による（特に貧困層 ･ 社会的弱者に対する）公共サービスの改善である。2010/11 年度か

事業事前評価表
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ら 5 年間を対象とする「MKUKUTA – II」は、3 つのクラスター 1（開発目標）から構成される。

第 3 クラスター「ガバナンス及び説明責任」は、経済成長と貧困削減を達成するための好まし

い環境を形成するうえでの基礎的な課題と位置づけられている。

また、2012 年 1 月に開始を予定している「第 4 次公共財政管理改革プログラム（Public 
Finance Management Reform Program：PFMRP IV：2011/12 ～ 2015/2016 年度）では、重点項目の

1 つに「歳入管理」を掲げており、歳入予測の強化、既存税制の見直し、非税収入の増加、納

税者の啓発などを進めることを計画している。

さらに、第 3 次 TRA 企業計画（2008/09 ～ 2012/13 年度）及び同計画を踏襲した第 2 次 ITA
戦略計画（2009/10 ～ 2012/13 年度）では、戦略目標として、関税及び租税に関する ITA の研修

事業の質・量両面での改善を掲げており、研修を通じて TRA 事業への積極的な貢献をめざし

ている。したがって、研修事業の改善、さらには TRA の税務行政能力の強化をめざした本プ

ロジェクトは、同国の開発戦略・計画の方針及び内容に整合するといえる。

（3）公共財政セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績

対タンザニア事業展開計画では、援助重点分野の 1 つに「ガバナンスと行政の説明責任」を

掲げ、取り組むべき開発課題として「行財政管理能力強化」を取り上げており、日本の対応方

針として、技術協力によるタンザニア政府の能力開発や制度構築を支援するとともに、貧困削

減戦略支援（PRS）無償などを活用したバスケット型財政支援によって各改革に必要な財政基

盤を強化することとされている。具体的な協力プログラムとして「公共財政管理改革支援プロ

グラム（PFMRP）」を設定し、公的財源の公平な配分計画と適正な執行を実現する観点から、

中央官庁におけるより適切な会計、財務及び内部監査業務執行のための能力向上、並びに国内

徴税機能強化のための協力を展開することとしている。これまで本プログラムにおいて JICA
は「内部監査能力強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）や税務行政、税関行政、会計

監査といった分野での研修員受入れなどの技術協力を行ってきており、本プロジェクトも同プ

ログラムに位置づけられる。

（4）他の援助機関の対応

2000/01 年度より MKUKUTA で規定された開発目標の達成を支援する目的として、ドナーに

よる一般財政支援が供与されている。一般財政支援において、PFMRP はタンザニア政府が取り

組むべき重要改革課題の 1 つとして位置づけられている。

TRA に対しては、世銀、英国国際開発省（Department for International Development：DFID）、

デンマーク国際開発援助庁（Danish International Development Agency：DANIDA）、EU などが税

制度改革のためのバスケット・ファンドへの投入等により支援を実施しており、同ファンドを

活用した ITA への支援は、インフラ整備費や研修経費に充てられている。なお、具体的な研修

内容に係る技術支援は、ドイツの大学との提携を除き限定的である。

また、国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF）は TRA に対して技術協力を実施し

ており、所得税、関税、評価及び鉱業・電気通信セクターへの課税の監査などの分野の短期専

1
　第 1 クラスター「成長と所得貧困の削減」、第 2 クラスター「生活と社会福祉の改善」、第 3 クラスター「ガバナンス及び説明責

任」が設定されている。



門家（2~3 カ月）を派遣している。

３．事業概要

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本プロジェクトは、ITA によって提供される研修事業 2 に関して、①計画・準備プロセスの

体系化、②研修実施に係る ITA 講師の能力強化、③評価手順の強化という 3 つの側面から技術

支援を進めることにより、特定された研修事業の改善を図り、もって税務行政に係る TRA 職

員の能力強化に寄与するものである。

（2）プロジェクトサイト / 対象地域名

ダルエスサラーム

（3）本事業の受益者（ターゲット・グループ）

本プロジェクトのターゲット・グループは、ITA職員（47人）、研修受講者（810人 3）の 857人（見

込み）とする。

（4）事業スケジュール（協力期間）

2012 年 2 月～ 2015 年 2 月を予定（計 36 カ月）

（5）総事業費（日本側）

3.86 億円（現時点の暫定値）

（6）相手国側実施機関

タンザニア歳入庁（TRA）税務研修センター（ITA）

（7）投入（インプット）

1）日本側

・専門家派遣：税務行政、人材育成計画 / 業務調整など 3 年間で 95 MM 程度

・本邦及び / または第三国研修：年間 10 人程度

・機材供与：プロジェクト活動に必要な資機材の供与

・現地活動経費

2）タンザニア側

・カウンターパート配置（ITA 担当講師等）

2
　プロジェクト開始後の活動として、先方のニーズや日本側の対応可能分野等を検討のうえ、最大 5 つの研修事業を特定する計画

である。
3
　本プロジェクトの開始当初は、研修カリキュラムや教材作成を行う計画であるため、特定された研修事業は 2013 年前半から開

始される予定である。ITA の学年度は 10 月から翌年 9 月までとなっている。ITA の予測によれば、2012/13 ～ 2014/15 年度の期

間に 5 つの研修コースを受講する TRA 職員数は、2012/13 年度に 210 人、2013/14 年度に 290 人、2014/15 年度に 310 人となって

いる。ただし、具体的なコース数、受講者数については、プロジェクト開始後のニーズ調査を踏まえて決定する。



・プロジェクト事務所：プロジェクト実施に必要な JICA 専門家執務室、施設設備など

・運営・経常経費：研修やワークショップに係る経費、電気・水道などの運用費など

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

1）環境に対する影響 / 用地取得・住民移転

カテゴリ分類：C
カテゴリ分類の根拠：本件は、ITA の研修事業の改善支援を通じて TRA 職員の能力強化を図

るものであり、環境社会配慮上の影響は生じない。

2）ジェンダー・平等推進 / 平和構築・貧困削減

特になし

3）その他

特になし

（9）関連する援助活動

1）わが国の援助活動

公共財政管理分野については、一般財政支援 4、PFMRP 推進のためのコモン・バスケット

への拠出 5、公共財政管理分野における能力強化のための技術協力という財政支援及び能力

強化の両面から支援を行っており、本プロジェクト活動は公共財政管理改善に向けた資金支

援と連携した現場レベルでの具体的な活動に位置づけられる。

2）他ドナー等の援助活動

これまでスウェーデンが 1984 年からインフラ整備に関する支援を行ってきている。また、

デンマークについては TRA に対する税制に関する協力の可能性を探っているとのことであ

る。今のところ歳入分野の人材育成、特に ITA への技術支援は JICA が先行しているようで

あるが、公共財政管理に関する支援については 10 以上のドナーが関与しているところ、今

後も情報交換を密に行い、調整を図っていく。

４．協力の枠組み

（1）協力概要

1）上位目標：TRA 職員の税務行政能力が強化される。

指標：

・各 TRA 職員によって遂行された税務調査の年間平均件数が増加する。

4
　一般財政支援に関しては、わが国は、タンザニア予算年度 2001/02 ～ 2003/04 年度は債務救済無償により、2004/05 ～ 2007/08 年

度はノン・プロジェクト無償資金協力により、また 2006/07 年度以降は円借款により拠出している（2006/07 年度及び 2007/08 年

度は、ノン・プロジェクト無償・円借款の両スキームで拠出）。
5
　PFMRP コモン・バスケットについては、2005/06 年度以降、食糧援助見返り資金や PRS 無償により拠出している（2008/09 及び

2009/10 年度は、各 5,000 万円。ただし、2010/11 年度は、PFMRP フェーズ 3 からフェーズ 4 への移行期間のため、拠出は見送っ

ている）。



・税務調査件数当たりの平均追加徴収額が増加する。

2）プロジェクト目標：ITA によって提供される研修事業が改善される。

指標：

・特定された研修事業に関する TRA 担当部局（受講者の所属部署）の満足度が、平均で

XX％以上に達する。

・特定された研修事業の受講者数が XX 人以上に達する。

3）成果及び活動

成果 1：研修事業の計画・準備プロセスが体系化される。

指標：

1-1　 特定された研修事業のカリキュラム及び研修教材に関する研修受講者の満足度が、平

均で XX％以上に達する。

1-2　各科目の教材の講師による活用頻度が増加する。

活動：

①税務行政改善及び TRA 職員の能力強化に関するニーズ調査の実施、②新規作成 / 改訂が

必要な研修事業の特定、③特定された研修事業のカリキュラムの作成 / 改訂、④科目パネ

ルによる研修教材の作成 / 改訂及び標準化への支援

成果 2：ITA 講師の研修実施能力が強化される。

指標：

2-1　ITA 講師による出版物 6 の数が増加する。

2-2　 ITA 講師の知識・スキル及び指導法に関する研修受講者の満足度が、平均で XX％以

上に達する。

活動：

①特定された研修事業に必要な知識・スキル及び指導法を習得するための研修 / セミナー

の実施（ITA 講師対象）、② ITA 講師によって習得された知識・スキル及び指導法の共有・

蓄積、③ ITA 講師によって実施される税務行政研修の支援（特定された研修事業のみ）

成果 3：ITA の評価手順が強化される。

指標：

3-1　 各科目パネル 7 で受領された評価結果の割合が XX％以上に達する。

3-2　 各科目パネルでレビューされた評価結果の割合が XX％以上に達する。

6
　ITA の人事戦略上、講師は自らの知識を踏まえ、講義だけでなく各種論文を書くことが求められている。講師がプロジェクト活

動を通じた知識獲得を経て、講義能力だけでなく、その知識を広く普及できる能力を有しているかどうかを測るため、論文や部

内報、出版物等の形態による情報発信実績を評価する。
7
　研修教材の標準化を図るため、専門性の高い講師を中心として構成される、税法、課税、関税、会計、経済、マネジメント、ICT（情

報通信技術）、数学の 8 つの「科目パネル」が最近設置されている。プロジェクト活動を通じて、本科目パネルが評価の実施・

結果の検討の中核的な役割を担うことを期待。講師等が実施した研修評価結果について科目パネルメンバー間で検討し、今後の

事業改善に向けた提案を ITA 幹部他に実施することを想定している。



活動：

① ITA で遂行される評価手順のレビュー、②評価手法の確立・改善、③ ITA の研修受講者

及び（受講者の）所属組織 / 部署による研修評価の実施（特定された研修事業対象）、④評

価結果の分析、⑤各科目パネルに向けた評価分析結果の提供

4）プロジェクト実施上の留意点

・各指標の目標値（XX %/ 人など）は、ベースライン調査実施後に具体的な数値を設定し、

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）8 にて承認を得る予定である。

・ITA により最近設置された「科目パネル」が、ITA による研修事業の改善を図るうえで教

材の統一化に加え、評価の実施・結果の検討等中核的な役割を担うため、プロジェクト・

デザインにも組み込まれている。

・プロジェクト期間中最大 5 つのコース（対民間企業含む）の新設 / 更新及び実施を行う。

プロジェクト開始後のニーズ調査を通じてこれらコースの選定を行う。

・民間企業を対象とした自己収入創出につながる研修コースについては、現時点で具体的か

つ実現可能な提案を ITA から得られていないため、プロジェクト開始後、マーケットのニー

ズ、有料研修としての実現可能性、技術面・予算面での対応可能性を踏まえて検討する。

・プロジェクト終了後は、本プロジェクトが対象とする最大 5 つの研修コース（モデルコー

ス）から抽出された経験や教訓などを有効に活用して、他の研修コースの改善にも取り組

むことが肝要である。本プロジェクトで研修事業の改善につながるモデルコースが確立さ

れれば、体系化された一連の研修運営管理プロセスを、ITA が今後新設 / 更新する研修コー

スに反映させることができると考えられる。

（2）その他インパクト

本プロジェクトを通じて TRA 職員の税務行政能力が強化されることで、タンザニアにおけ

る徴税能力の強化、歳入強化に貢献することが期待される。

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）

（1）事業実施のための前提

科目パネルの役割・機能が確定される。

（2）アウトプット達成のための外部条件

カウンターパートの人事異動が頻繁に起こらない。

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件

特になし。

（4）上位目標達成のための外部条件

・税務行政サービス提供に必要な予算・人材が、タンザニア国政府によって継続的に配賦・配

8
　JICA や TRA 等双方関係機関の代表で構成され、プロジェクトの進捗や成果を確認するとともに、活動の方向性について議論す

るための委員会として年 1 回程度開催される。



置される。

・プロジェクトの研修を受講した TRA 職員が大幅に離職しない。

６．評価結果

本事業は、タンザニア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、ま

た計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

「カンボジア国 国税局人材育成プロジェクト（フェーズ 2）（2007 年 6 月～ 2010 年 6 月）」の教

訓として、組織の能力強化を達成するために、技術移転の成果の共有や日常業務への適用、体系

的な人材育成体制の確立などを支援する具体的な活動や投入を組み込んだプロジェクト・デザイ

ンが必要であることが指摘されている。また、「ウズベキスタン国 税務行政改善プロジェクト（2008
年 3 月～ 2011 年 3 月）」では、本邦研修で税務行政の第一線にいる税務職員による講義や現場視

察での経験が、研修受講者の業務意欲の継続に寄与したことが挙げられる。よって、本プロジェ

クトでは、本邦研修を投入に組み込むとともに、体系化された一連の研修運営管理プロセスを確

立し、ITA の能力強化に資するようなプロジェクト・デザインとした。

８．今後の評価計画

（1）今後の評価に用いる主な指標

４．（1）のとおり。

（2）今後の評価計画

事業開始 6 カ月以内 ベースライン調査

事業中間時点 中間レビュー

事業終了 6 カ月前 終了時評価

事業終了 3 年後 事後評価
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第１章　調査実施の背景・目的

１－１　調査の背景

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）政府は、第 2 次成長・貧困削減戦略

（MKUKUTA -Ⅱ）におけるマクロ経済戦略の一環として、経済成長の促進、税基盤の拡大を含む

税制改革や税務行政の効率化を図ることを通じ、中長期的な国内歳入の強化を政策目標として

掲げている。その結果、近年タンザニア政府の歳入は順調に増加しており、2006 年度に比べて

2010 年度は倍増している。しかしながら、現状は歳入の約 3 割を外国からの援助に依存しており、

また GDP に占める税収の割合は 17％以下と低い水準であることから、税務行政の強化及び歳入

増加は直面する重要課題となっているが、特にタンザニア歳入庁（TRA）職員及び関係者の能力

強化は、上記課題の実現のための重要な柱のひとつと認識されている。

TRA 職員などの継続的な能力・知識向上のためには、主に TRA 職員を対象に研修を実施して

いる TRA の下部組織である税務研修センター（ITA）の役割がますます重要になっている。しか

しながら、タンザニアの現状・ニーズに必ずしも合致した教材が整備されておらず、またキャリ

アに応じた研修カリキュラムが存在しないなど、人材育成を強化していくための見直しが必要と

なっている。加えて、TRA/ITA としては、民間セクターを対象とした研修プログラムを大幅に拡

充し、税務行政への理解を深めてもらいたいとの意向を有している。

このような背景の下、タンザニア政府は ITA の研修実施能力の強化のための技術協力を要請し、

わが国政府内の検討により実施採択となった。

１－２　調査の目的

本調査では、現地調査を行って要請案件内容に関する情報収集や税務行政をとりまく現状と課

題を整理するとともに、本件協力にあたって評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）に沿って評価する。加えて、タンザニア政府とともにプロジェクトの詳細活動計画につ

いて協議・合意し、その内容を協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）として取りまとめ、署名

する。

１－３　調査団の構成

担当分野 氏　名 所属先

1 総括 阿部　裕之 JICA 産業開発・公共政策部　行財政・金融課　課長

2 協力企画 辻　研介 JICA 産業開発・公共政策部　行財政・金融課　調査役

3 評価分析 平川　貴章 インテムコンサルティング（株）社会開発部　評価調査課　課長
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１－４　調査日程

日順 日付 曜日 行程（評価分析団員） 行程（官団員） 宿泊先

1 9/4 日 20：50　成田発（QR803）

2 9/5 月

05：15　ドーハ着

07：20　ドーハ発（QR544）
13：05　ダルエスサラーム着

16：00　 JICA タンザニア事務所打

合せ

ダルエス

サラーム

3 9/6 火
TRA 表敬

ITA 表敬、ITA との協議
〃

4 9/7 水 ITA との協議 〃

5 9/8 木
他ドナー訪問（WB、IMF、USAID）

ワークショップ準備
〃

6 9/9 金 PCM ワークショップ 〃

7 9/10 土 書類整理 〃

8 9/11 日 書類整理 〃

9 9/12 月 ITA との協議 20：50　成田発（QR803） 〃

10 9/13 火
書類整理（必要に応じドナー訪問）

05：15　ドーハ着

07：20　ドーハ発（QR544）
13：05　ダルエスサラーム着

〃

16：00　JICA タンザニア事務所打合せ、団内打合せ

11 9/14 水
09：00　TRA 長官表敬

13：00　ITA との協議（プロジェクト枠組み）
〃

12 9/15 木
午前　団内打合せ、資料準備

13：30　ITA との協議（PDM 案、M/M 案）
〃

13 9/16 金
09：00　ITA との協議（PDM 案、M/M 案）

12：00　公共財政管理改革　MOF・ドナー会合
〃

14 9/17 土 書類整理 〃

15 9/18 日 書類整理 〃

16 9/19 月 15：00　M/M 署名 〃

17 9/20 火

09：00　JICA タンザニア事務所報告

10：00　在タンザニア日本国大使館報告

13：00　MOF との協議（内部調査プロジェクト）

18：15　ダルエスサラーム発（QR545）
23：50　ドーハ着

18 9/21 水
00：50　ドーハ発（QR802）
19：20　成田着
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WB：World Bank（世界銀行）

IMF：International Monetary Fund（国際通貨基金）

USAID：United States Agency for International Development（米国国際開発庁）

PCM：Project Cycle Management（プロジェクト・サイクル・マネジメント）

PDM：Project Design Matrix（プロジェクト・デザイン・マトリックス）

MOF：Ministry of Finance（財務・経済省）
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第２章　タンザニア税務行政の現状と課題

２－１　タンザニアにおける財政・予算の現状

（1）タンザニアの財政構造、税収の現状について

表－１　タンザニアの税収の推移

（単位：10 億タンザニアシリング）

2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13

税　収 輸入税 359 367 457 524 596

VAT 1,231 1,390 1,613 1,847 2,012

消費税 762 838 885 1,014 1,154

所得税 1,229 1,334 1,623 1,859 2,115

その他税 463 499 576 660 751

税収合計（A） 4,044 4,428 5,154 5,904 6,718

（対前年比） 109.5％ 116.4％ 114.6％ 113.8％

（対 GDP 比） 15.3％ 14.6％ 14.9％ 15.0％ 15.1％

非税収（B） 249 372 430 492 559

歳入合計　（C）＝（A）＋（B） 4,293 4,800 5,584 6,396 7,317

（対 GDP 比） 16.2％ 15.8％ 16.1％ 16.3％ 16.5％

VAT：Value-added Tax（付加価値税）

出典：IMF Article IV 2011

タンザニアの歳入は、比較的堅調に増加しており、2006/07 年度に比べ、2010/11 年度は倍増し

ている。しかしながら、依然 GDP に占める税収の割合は 17％以下 1 と必ずしも高くなく、それゆ

え歳入の約 3 割を外国からの援助に依存している状況にある。

（参考）2011/12 年度財務省予算計画における歳入予測と外国からの援助見込み

a）税収計：7 兆 1,260 億タンザニアシリング（以下、「TSH」）

b）その他収入：1 兆 2,040 億 TSH
c）外国からのグラント・譲許的貸付：3 兆 9,240 億 TSH
d）非譲許的貸付：1 兆 2,720 億 TSH
e）a）～ d）の合計：13 兆 5,260 億 TSH
f）外国からのグラント・譲許的貸付の割合（c）÷ e））：29.0％

1　 政府歳入（除くグラント）の対 GDP 比（2010 実績）は、アフリカの低所得国平均で 16.9%、タンザニアの実績値は 15.8% と

前年比 0.4% 減。近隣国ではケニアが同 24.2%、ウガンダが同 12.4%、ルワンダ同 13.1%（出典：IMF Regional Economic Outlook 

(Sub-Saharan Africa), 2011.4）。
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（2）税収の内訳

税収のうち VAT と所得税がそれぞれ 3 分の 1 を占め、物品税が 19％と続き、これら三大

税目で税収の 84％を占める。また、更に細かく分類すると輸入税 8％、輸入物品税 11％、

国内物品税 8％、輸入 VAT17％、国内 VAT16％、所得税 29％、燃料税 6％、その他 5％と関

税に係る税収割合が多く、全体の 4 割近くを占める（財務省 budget digest 2010/11）。
TRA 本庁の歳入部門における全税収のデータ（2011/12 年度）として、①内国歳入局が税

収額全体の 18％、②大規模納税者局が同 38％、③関税局が同 44％となっている。内国税（①

＋②）の 7 割弱は、大規模納税者が占めている。

２－２　タンザニア政府による歳入強化の取り組み

（1）5 カ年開発計画（2010/11 予算ガイドライン）

タンザニア政府の 5 カ年開発計画では、12 の開発課題 2 の 1 つとして、マクロ経済安定が、

また、5 つの戦略的分野 3 の 1 つとして、マクロ経済の安定（経済全般の安定・成長のための

グッド・ガバナンスを含む）が掲げられており、このなかで歳入強化を重視する姿勢が示さ

れている。

具体的には、今後 5 年間、歳入基盤の拡大、インフォーマル・セクターへの課税対象の拡

大、国民 ID 制度の導入、免税措置の見直しに関する行政上の取り組みを通じて、国内歳入

を増加させることを重視し、国内歳入を 2011/12 年度は GDP 比で 16.2％、2015/16 年度は同

17.9％とする目標を掲げている。

（2）2011/12 年度予算計画

2011/12 年度予算計画では、国内歳入総額目標を 6 兆 7,760 億 TSH（GDP 対比 17.2％ 4、うち

6 兆 2,290 億 TSH が税収）とし、この目標達成のため、以下の施策が提案されている。

➢　会計帳簿に対する税務調査能力の知識・スキル強化

➢　ブロック管理システム 5、リスク管理、脱税に対する税務管理の向上

➢　インフォーマル・セクターのフォーマル化による税基盤の拡大

➢　税法の見直しによる免税の縮小（免税額の GDP 比を現状の 2.5％から 1％に引き下げ

ることを目標）

➢　すべての支払いを、銀行を通すことによって徴収のメカニズムを強化、また、50 万

2
　 12 の開発課題として、①インフラ整備（特に運輸、エネルギー、農業）、②マクロ経済の安定、③ビジネス環境の改善、④民間

セクター開発、⑤域内貿易のゲートウェイ化、ハブ化、⑥天然資源探査、⑦人材開発、⑧質の高い社会サービスの提供、⑨農業

生産性向上、⑩金融セクター改善、⑪共同（協同？）組合の強化、⑫市民への住宅提供が掲げられている。
3
　 5 つの戦略的分野として①マクロ経済の安定（社会安定のための食糧確保 / インフレ抑制 /GDP 成長 / 通貨安定供給、経済全般の

安定・成長のためのグッド・ガバナンス）、②社会サービスの改善（教育・保健・水供給の質的向上、すべての国民の社会福祉向上）、

③天然資源探査〔土地、水資源、鉱物（ウラン）、天然ガス〕、④東アフリカ地域における地理的優位性（港、鉄道、幹線道路、航空、

ICT ハブ）、⑤技術・能力開発（特に農産物加工、鉱業分野における付加価値増加）が掲げられている。
4
　 上記の予算ガイドラインで提示された「16.2％」との誤差は、同ガイドラインと予算計画が段階的に発表されているために生じ

たものであると考えられる。同ガイドラインに関しては、当初、2011/12 年度の歳入は前年度実績を根拠とする Business as usual 

シナリオであれば歳入は GDP 比 16.2％と見込まれていた。しかしながら、その後の予算計画では、援助依存度の軽減を念頭に

おいた Super Profit 税（鉱物セクターへの課税強化等）の導入により、同 17.2％の達成が見込まれたと考えられる。
5
　 納税者が居住地ごとに分けられており、特定の税務担当官がその地域（ブロック）の納税者を管理するシステムのこと。
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TSH 以下の納税に SMS バンキング 6 の適用を開始

➢　税務業務における ICT の利用拡大

➢　省庁による税外収入徴収増のための具体策を実施

➢　地方自治体レベルにおける固定資産税の徴収システムの見直し

加えて、歳入強化のため以下の税法改正を提案している。

➢　農業、産業、貿易、観光業の生産性向上のための部品、飼料等に対する一部 VAT 免

税

➢　非居住者による小売購入の VAT 還付

➢　コミュニティー組織、NGO、非営利団体に対する VAT 特別免税の廃止

➢　非石油製品（酒類）やたばこに係る物品税の税率増加

なお、歳入強化における最大課題である鉱業セクターへの課税強化については、「鉱業セ

クターにおける所得税課税の改善は中長期的に歳入増につながると期待」といった一般的な

言及のみにとどまっている。

（3）公共財政管理改革の概要と進捗

タンザニア政府は 1998 年より公共財政管理改革プログラム（PFMRP）に着手しており、

以降継続的に改革の取り組みが進められている。

➢　PFMRP-I（1998 ～ 2005）：財政規律を重視した予算の編成・執行を重視、特に予算の

不透明な使途、無駄遣いの最小化をめざした

➢　PFMRP-Ⅱ（2005～ 2008）：公共財政管理に関する手続き・システムの近代化を進める。

この間に PFMRP-II の実施を支援するためのコモンバスケットが設立

➢　PFMRP- Ⅲ（2008 ～ 2011）：予算の予測性向上により中期的な予算の確保を図るとと

もに、予算執行機関である中央省庁及び地方行政機関に財政上の独立性と説明責任を

移譲することを重視

PFMRP- Ⅳ（2011 ～ 2016）では、中央省庁、州、地方政府の予算執行が着実に行われる

ように監督と説明責任を強化することを目的としており、現時点のドラフト（2011 年 7 月）

では下記の重点項目に沿って達成すべき目標が示されている（2012 年 1 月開始予定）。

➢　重点 1：歳入管理（課税基盤の拡大、納税者の啓発、非税収入の増加、地方行政機関

の徴税能力の強化等）

➢　重点 2：計画及び予算（計画及び予算に係る省庁・地方政府職員の能力強化、計画・

予算システムの調和化等）

➢　重点 3：予算執行・説明責任・透明性（調達管理能力の改善、現金・債務管理システ

ムの強化等）

➢　重点 4：予算管理・監督（会計調査に係る省庁・地方政府機関の能力強化、内部調査

機能の強化等）

➢　重点 5：変革管理、モニタリング及びコミュニケーション（納税者とのコミュニケー

ションの改善、公共財政管理ステークホルダー間の調整・対話の強化等）

6
　携帯電話のテキストメッセージによって送金ができるシステム
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２－３　TRA の現状と課題

（1）組織体制・人員

TRA は歳入（関税、内国税）に関係する法律を所掌し、また政府歳入の徴収に係る執行

機関として 1995 年に設立し、関税局、内国歳入局、税務調査局、大規模納税者局の主に 4
つの事業部門と財務局、人事・管理局、内部調査局、情報システム局、研究局、法務局、納

税者サービス・啓発局の 7 つの事務部門で構成される。

内国歳入局は VAT や物品税等を取り扱う。また、大規模納税者局は大企業からの徴税を

強化するため 2001 年に新設され、約 430 の法人を相手に税務調査等の執務を行っている。

職員数は 3,430 人 7（うち、内国歳入局に 1,848 人、大規模納税者局に 100 人、税務調査局に

63 人、人事・管理局に 134 人、研究局に 27 人、納税者サービス・啓発局に 20 人）。

（2）税務行政の概要

タンザニアにおける主な税目は以下のとおり。

➢　物品税（ローカル、輸入）（酒類、たばこ、石油製品、車両等）

➢　VAT〔ローカル（サービス、物品）、輸入〕

➢　法人所得税（最大 30％）

➢　個人所得税（累進課税）

➢　輸入税

➢　燃料税

申告納税制度は、2004 年から主として法人納税者に適用されている。ただし、年間売上

2,000TSH 以下の企業及び個人事業主に対しては、売上高に対する一定税率を賦課する方式

が採用されている。これら中小企業及び個人事業主に対しては、納税コンプライアンスやそ

の知識、また技術的な実施可能性を踏まえつつ、徐々に普及させていく方針を有している。

納税者 ID 番号（TIN）を活用して、納税者管理を行っている。内国税に関しては、3 つの

区分があり、それぞれ大規模・中規模・小規模納税者となっている。大規模納税者局が、石

油会社、鉱業会社、金融会社などを含む大規模納税者を管轄しており、内国歳入局が中・小

規模納税者を担当している。また、確定申告や実地調査などを通じて、法人納税者の情報や

データを更新している。

税務調査マニュアル（Audit Manual）が存在し、税務調査の一般的な基本手順が記載され

ており、調査計画及び調書を作成・活用するための手引になっている。現在、国際課税を含

む「調査技術マニュアル」を作成中である。

TRA 納税者サービス・啓発局では、既存の納税者及び将来的に見込みのある納税者への

納税者教育を提供するとともに、その教材も出版している。具体的には、将来の納税者の意

識改善に向けて、学校訪問 8 の実施、納税者や生徒による TRA 見学の受入れなどを通じて、

納税指導を行っている。また、納税者教育セミナーでは、VAT やレシートに関する説明（VAT
を支払うためには記録となるレシートが必要）などを行う。加えて、TRA 及び民間セクター

7
　TRA 年報 2009/10

8
　 高校のなかには「税金クラブ」をつくって、税金について話し合う場も設けられている。このように、若者に向けて納税文化を

醸成することが重要であるとのことであった。
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の主催で各四半期に関係者フォーラム（1 日間）を開催しており、納税コンプライアンスの

向上、税務行政の課題などについて、各ビジネス部門の参加者が、鉱業、製造業、金融業、

卸売業などに係る税務関連事項を話し合っている。

納税者教育の対象者は、大規模納税者、中・小規模納税者、納税無登録者（インフォーマ

ル・セクター）及び一般市民である。中・小規模納税者のなかには、課税や記録管理に関す

る知識がほとんどなく、納税の意識が希薄なため、納税義務を無視する納税者もいる。納税

に関する啓発活動を進めることによって、納税者登録をさせて、納税者の仲間入りをさせる

ことが重要である。一般市民も将来的には納税者として見込まれるため、セミナーやラジオ

番組などを通じて、初歩的な知識を習得させる活動を行う。

（3）第 3 次 TRA 企業計画（The TRA Third Corporate Plan：2008-2013）
TRA では、5 年ごとに企業計画を策定し、戦略目標を定めている。2003 年から 2008 年ま

での第 2 次 TRA 企業計画では、以下の点で税務行政面の改善が見られたとされている。

➢　歳入の増加（2007/08 年度：【計画時の予測】3.33 兆 TSH ⇒【実際の歳入】3.38 兆

TSH、登録納税者数の増加：【2003 年 6 月】19 万人 ⇒【2008 年 6 月】39 万 8,090 人）

➢　TRA 業務の統合化（大規模納税者を対象とした大規模納税者局、中小規模の納税者

を対象とした内国歳入局の確立など）

➢　質の高い顧客サービス提供（納税者の期待に応じたサービスの提供）

➢　税法の適用を通じた税コンプライアンスの促進（納税者への教育、税法の強化）

➢　スタッフの能力、モチベーション及び説明責任の改善（専門的技術の向上、職場環境

の改善、ITA の強化）

2008 年から 2013 年までの第 3 次 TRA 企業計画では、①正確かつ信頼性のあるデータベー

スの構築、② ICT 施設を有効に活用するための能力強化、③顧客の期待に応じた質の高いサー

ビスの提供、④納税者コンプライアンスの改善、⑤歳入に係るリスク管理技術の強化、⑥課

税を目的としたインフォーマル・セクターの把握といった課題に取り組むために、以下の戦

略目標が掲げられている。

➢　歳入徴収の増加（税基盤の拡大、関係機関との情報交換の強化、TRA データベース

への納税者登録など）

➢　TRA 業務の近代化（ICT を活用した税務行政の効率化）

➢　質の高い顧客サービスの提供（納税者からのフィードバックの活用、顧客サービス評

価の定期的な実施）

➢　自主的な納税コンプライアンスの促進（税法による効果的な強制措置、税教育プログ

ラムの実施、納税者へのサービスの提供）

➢　職員のパフォーマンスの向上（最新の技術を活用した研修の実施、ITA による研修事

業の質・量両面での改善、妥当な職員報酬の保証）

（4）TRA が直面する税制・税務行政上の課題

今回の現地調査で判明した TRA の税制・税務行政上の課題は以下のとおり。

➢　今後歳入を増加するうえでは税務行政（徴税）の改善と同時に、税制度改革の大幅な

進展が必要。特に大幅な歳入増加の見込める分野として、鉱業セクター（金、ウラン
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などの鉱物資源、天然ガス）に対する課税 9 や、VAT 課税対象の拡大、広範な免税対

象の見直し、徴税の効率向上、インフォーマル・セクターのフォーマル化による課税

基盤の拡大などが重点課題として挙げられている。

➢　徴税の拡大のための施策として、これまでも納税者 ID 導入、VAT の閾値引き上げ、

大規模納税者ユニット創設等、Electronic Fiscal Devices（EFD）10 の導入による VAT 納税

の抜け道防止といった工夫がなされた。他方、今後も VAT の免税措置の縮小、税管

理法のこれまで以上のコンプライアンス確保、物品税増税、鉱業セクターへの課税等

が必要である。

➢　企業活動がグローバル化するなかで、ビジネス構造の変化や多国籍企業による海外送

金などについての革新的な動きに対する TRA 職員の基礎的な知識や理解が非常に遅

れている 11。

２－４　ITA の現状と課題

（1）組織体制・人員

➢　所長：Dr. Patrick Kennedy David Mugoya（慶応義塾大にて修士号取得）

➢　人員：47 人（うち研修講師 24 人で 9 人は事務業務を兼任）

➢　組織：TRA 傘下の機関として、10 人の governing council の意思決定機関を有する組織。

日々の業務は所長の権限の下、実施する。2 人の上級オフィサーの下、Academic 部門で

は、関税、税務の研修、試験、短期研修、研究・コンサルタンシー、図書館業務を所掌。

➢　施設〔スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）の支援により整備〕：115 人の研修員を収

容可能な教室（4 室）、図書館（30 脚のいす、15 台の PC を設置）、約 130 人の研修員を

収容可能な寮（4 棟）、カフェテリア・レクリエーション施設を保有する。

（2）ITA の機能・事業概要

ITA は、TRA の歳入に係る事業能力の強化のための人材育成を目的として設立されている

が、その他納税コンプライアンス向上のためのステークホルダーへの研修、税務に係る研究

及び発表、地方政府等へのコンサルタンシー・サービスの提供等も行う。

1）研修事業実績及び今後の見込み

ITA の実施記録によると、2010/11 年度には合計 43 の研修コースを実施し、2,001 人の

研修受講者を受け入れた（詳細な実績は付属資料３参照）。そのうち、税務行政、関税・

税務管理、通関・貨物引取業務に係る Diploma プログラム等長期研修（4 カ月間から最

9
　 TRA 大規模納税者局は、高額納税者をモニタリングすることによって、法人税を強化したいと考えている。約 400 の大企業に

対して税務調査を行い、そこからの税収を強化しようとしている。調査計画を作成して、自主納付のコンプライアンスを向上さ

せるための税務調査を行っている。また、同局の職員に対しても、金融業、鉱業などの専門的な知識やスキルを習得させるため

の研修、多額納税者を担当する税務調査担当官のための研修を行っている。
10
　 VAT は、レシートなどの売上記録を活用して徴税されるため、適切なレシート記録を保持することが必要である。そこで、

2011 年から導入された EFD という電子デバイスを利用して、店頭の売上記録が TRA にデータで転送されるようになった。年

間 4,000 万 TSH 以上の売上がある事業主は、VAT 登録を行って EFD を設置することになっている。最終的には、納税者による

確定申告の情報と EFD のデータを比較して確認している。
11
　 多国籍企業による移転価格に対応することが困難であり、その課税を的確に遂行することができないことが課題とされている。
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大 3 年間）を 10 コース実施している。これら長期研修には、一部 TRA 職員も含むものの、

大半は通関業者、運送業者、税務調査官、租税コンサルタント事務所、法律事務所から

の現職研修、並びに高校や大学からの学生が受講している。なお、“Diploma in Customs 
and Tax Management”（2 年間）は、TRA 職員になる資格要件となっている。また、“Post 
Graduate Diploma in Taxation”を修了することによって、欠員があればシニア・オフィサー

への昇進が見込まれる。

また、33 の短期コースは主に TRA 職員を対象に実施されており、1 ～ 2 週間程度の

研修を行っている（ただし、新規採用職員を対象とした初任者研修は 8 週間にわたり実

施）。TRA からの研修受講者は、歳入部門（内国歳入局、関税局、税務調査局、大規模

納税者局）及び事務部門（内部調査局、法務局、人事・管理局、研究局、納税者サービ

ス・啓発局、など）の多方面の部署から参加している。

2011/12 年度以降の研修計画は付属資料４のとおり。

2）ITA の研修実施予算

TRA からの ITA 予算は、それぞれ 292 万米ドル（2009/10 年度）、357 万ドル（2010/11
年度）、308 万ドル（2011/12 年度）と推移している。また、ITA での研修・教育プログ

ラム及び民間セクターへのコンサルテーション料による収入は、34 万ドル（2009/10 年

度）、78 万ドル（2010/11 年度）、126 万ドル（2011/12 年度：見込み）となっている。なお、

同収入は、ITA から TRA に納付される。ITA の予算はすべて TRA から配賦されること

になっており、自己収入創出による ITA の自立採算化が短中期的な課題となっているわ

けではなく、ITA が自己収入を拡大させるインセンティブは、収入増加により、ITA に

配賦される予算を増加させようというものにとどまっている。

詳細は付属資料５のとおり。

3）研修事業の計画・準備

TRA 職員（ITA 講師含む）の能力強化に係る研修計画や研修事業のコース設置に関し

ては、TRA 人事・管理局が ITA と連携して作成している。また、研修ニーズを確認す

るために、TRA 歳入部門の内国歳入局、関税局、税務調査局及び大規模納税者局と協

議しており、研修の実現可能性や内容・教材・期間などを ITA と相談している。例えば

国際課税や特定業種に係る課税研修等新しい分野でかつ専門的知識を必要とするコー

スは、これまでも ITA 固有のリソースでは実施できていない。TRA の研修ニーズと ITA
の研修オファーのマッチングの結果、ITA が自前で賄えないコースについては、法律家

や会計コンサルタント等の外部講師を有料で招へいして短期間の研修を実施している。

これら重要なコースを内製化することが、TRA/ITA の大きな課題となっている。

TRA 本庁には、TRA 副長官を議長とした研修委員会が設置されており、各局長及び

ITA センター長がメンバーとなっている。最終的には、TRA 長官が、同委員会で合意

された TRA スタッフ（ITA 講師含む）の研修計画を承認することになっている。なお、

同研修計画（2011/12 年度）では、ITA 講師の研修も組まれており、4 つの短期コース（23
人）及び 2 つの長期コース（6 人）が計画されている。

実施予定の研修が決まった場合、講師はそれぞれ担当するモジュールに応じて、図書
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館にある専門分野の文献（テキストと呼称）を参考にして研修参加者向けの配布資料一

式（講義ノート、パワーポイント、「テキスト」のコピー、独自に策定したケーススタディ

など）を教材（ITA では「マニュアル」と呼称）として作成する。これら研修参加者向

けの配布資料一式は講師個人が作成し、かつそれがデータとして共有・管理されていな

いため、質にばらつきが存在する。こうした事態を解決するため、ITA は、パネル・リー

ダーを中心にして、各科目の標準化を図るための「科目パネル 12」を 2010 年より設置し

た。科目パネルの役割は、各科目のレビューやモニタリング、各講義の研修教材の承認、

科目試験の修正・添削なども遂行することになっている。現在、マニュアルは各講師に

よって作成されているが、各科目のマニュアルの改善が必要であるため、今後は科目パ

ネルでもマニュアルのレビューや修正作業を進めていく予定である。

4）研修の実施・講師の能力

専任講師は講義に加えて、研修ニーズ調査などの調査研究活動や研修カリキュラム・

マニュアルの作成にも携わる。また、実務に即した内容となることを確保すべく、講師

は数年専任講師を務めたのち、2 ～ 3 年間 TRA の現場の業務に就き、またセンター講

師に戻るというサイクルを繰り返すこととされている。

ITA では、政策提言の役割はないため、研修事業を強化する目的で学術的な研究を進

めたいと考えている。研究の成果は、実用的な資料・データとして研修でも活用される。

例えば、実際の脱税に関する研究では、現場で起こっていることを研究結果としてまと

めるため、それを研修教材として講義に反映させることができる。よって、研修事業を

改善させるためにも、研究に係るコンポーネントが必要であると考えられている。また、

研究を実施して論文を出版することが、ITA 講師の昇進の要件のひとつになっている（出

版した論文の数も影響する）。加えて、学生も講師による研究結果を活用することがで

きる。

政策提言は TRA の研究部門が行っており、歳入予測や課税管理などの実務的な研究

結果に基づいて、税制改革などの政策提言を政府に行い、政策実施後の効果もモニタ

リングする。一方で、ITA 講師による研究結果は、TRA 本庁でも活用されており、TRA
の予算策定時期（2 ～ 4 月）に意見交換を行うとともに、TRA スタッフによる TRA 理

事会へのアドバイスにも活用されている。このように、研究結果は、実用的な情報やデー

タとして活用され、新たな方策を検討するうえで有用であると考えられている。

5）研修評価

今回の調査で、ITA は研修事業の評価・モニタリングに関して、非常に関心をもって

取り組んでいることが判明した。

具体的には 3 段階の評価を行っており、レベル 1 は、受講者に対する研修後のアンケー

トであり各講師が研修後にそれぞれ質問票を配布・回収して研修内容等の評価を受講

12
　 研修教材の標準化を図るため、専門性の高い講師を中心として構成される、税法、課税、関税、会計、経済、マネジメント、

ICT、数学の 8 つの「科目パネル」が最近設置されている。プロジェクト活動を通じて、本科目パネルが評価の実施・結果の検

討の中核的な役割を担うことを期待。講師等が実施した研修評価結果について科目パネルメンバー間で検討し、今後の事業改

善に向けた提案を ITA 幹部他に実施することを想定している。
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者からヒアリングするものである。これらアンケート結果はその内容に応じ ITA 幹部に

報告が行われている。レベル 2 は受講者の理解度を測る試験であり、採点が行われたの

ち当該結果が幹部に報告されている。レベル 3 は、研修参加者が TRA の所属部署に戻っ

てから数カ月のちに実施される研修内容の活用度等のインパクト調査であり、毎年所長

が講師 1 人をアサインし、当該講師がインパクト調査を年間数本実施し、ITA 幹部へ報

告している。

（3）第 2 次 ITA 戦略計画（ITA Second Strategic Plan：2009-2013）
第 1 次 ITA 戦略計画（First Strategic Plan）では以下の実績が挙げられた。

➢　図書館司書の増員（1 人→ 4 人）、蔵書数増加（650 → 3,300）
➢　研修の質を管理する部署（examiners’ board, admissions committee, library committee 等）

の創設

➢　8 つの新しい研修コース 13 の導入

➢　修士プログラム導入のためダルエスサラーム大学、Munster 大学（独）と提携

➢　研究・コンサルタンシー policy 案の作成

➢　ネットワーク強化〔世界税関機構（World Customs Organization：WCO）や他国歳入庁

との連携強化〕

➢　施設・執務環境改善

一方、現時点でも、①近代的な調査手法を要する分野やいくつかのコアとなる業種での課

税に係る講師の能力不足、②税制・行政面に係る研究・提案能力の不足、③納税コンプライ

アンス向上のための納税者への働きかけ不足、④ Vision として、ITA は Globally Recognized 
Center of Excellence in Customs and Taxation Training をめざしており、高い専門性をもつ有能な

スタッフを通じて、関税並びに租税に係る質の高い専門的な研修、及びリサーチ並びにコン

サルテーション・サービスを提供する、といった課題認識を有しており、これらを達成する

ため、第 2 次戦略計画において、以下の戦略目標を掲げている。なお、同戦略計画は、ITA
が第 3 次 TRA 企業計画を支援し、課税及び関税に係る国内・国外の問題や課題に取り組む

ように位置づけられている。7 つの戦略目標は以下のとおりである。

➢　研修業務の質・量両面での改善（研修を通じた TRA の事業への積極的な貢献、図書

館サービスの向上、ICT 改善、e-learning の導入、TRA Quality Management System の維持・

改善、Competence-Based Education and Training の適用、既存研修プログラムの改善、研

修講師の実務との接点強化、固有セクターへの課税に係るコースの導入）

➢　研究、コンサルタンシー・サービスの強化（TRA の研究部局との連携）

13
　 3 つのプログラム〔①税務行政プログラム（大卒レベル Diploma：PGDT）、②関税・税務管理プログラム、③通関・貨物引取業

務プログラム〕から構成されている。①は 2 コース（大卒レベル Diploma の Full-time 及び Part-time）、②は 4 コース（学士、上

級 Diploma、Diploma 及び初級技術資格）、③は 2 コース（Full-time 及び Part-time）となっている。
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➢　納税コンプライアンス向上 14 のためのマーケティング強化 15〔地域・国際的連携、TRA
の納税者サービス・啓発局と連携した国内市場（納税者）への働きかけ、同窓会組織〕

➢　教職員の執務環境改善、研修生の福利厚生改善

➢　研修施設改善

➢　財務持続性強化（有償受講生の増加、基金創設）

➢　ITA の組織のあり方検討

（4）人材育成上の課題

その他、本現地調査にて明らかとなった ITA による研修事業に係る主な課題は以下のとお

り。

➢　税務行政に係る人材育成強化が必要であり、そのための研修制度強化が必要

➢　ITA の能力強化（globally recognized center of excellence in taxation and customs training）が

戦略の中心課題

➢　特定の研修コースを開発・実施する研修講師の質の向上が必要

➢　図書館の充実化が必要

➢　ローカル・コンテンツに基づく参考文献や研修マニュアルが存在しない

➢　ローカル・コンテンツに基づく研究員の研究能力も不足（以上、要請書より）

➢　8 週間の新人職員に対する配属前研修ののち、配属後の研修が体系化されていない。

勤務経験・昇進とリンクする形式での段階的な研修の実施が必要であり、上級税務職

員向けの研修コースの立ち上げが必要

➢　講師によって研修の各モジュールの講義レベルやマニュアル〔ITA のいうマニュアル

とは、図書館にある専門分野の文献（テキストと呼称）を参考にして作成する、研修

参加者向けの配布資料一式（講義ノート、パワーポイント、「テキスト」のコピー、

独自に策定したケーススタディなど）を指す〕の質にばらつきがあり、マニュアルの

標準化が必要。「テキスト」の大部分は欧米諸国の著者が執筆したものであり、必ず

しもタンザニアの現状に合致する内容にはなっていない

➢　企業活動の現状を正確に理解したうえで、必要な法整備の提案を行えるレベルの人材

の育成が課題で、必要な新規税制の構築に向けての基礎知識を習得できる講義を研修

モジュールに加える必要がある

➢　研修評価について、各講師によって実施されたアンケート結果が講師間で共有されて

いない

➢　研修事業のインパクト調査手法がアサインされる講師によりばらばらであり、インパ

クト調査内容の質が一定でない

14
　 ITAが直接、納税者教育を推進させるための役割は担っていない。ITAは学術的な機関であり、研修などを通じた人材育成を行う。

一方で、TRA は納税者教育という啓発活動を通じて、自主納付を改善させるための活動を展開する。第 3 次 TRA 企業計画では、

戦略目標 4 で「自主的な納税コンプライアンスの促進」を掲げており、TRA 納税者サービス・啓発局がめざすべき目標となっ

ている。戦略目標 5「職員のパフォーマンスの向上」では、ITA が研修センターとして、研修事業の機能を高めていくことが謳

われている。
15
　 ムゴヤ所長によれば、民間セクターがどのような課税に係る研修を必要としているのか、民間セクターへのニーズ調査を行い、

需要主導型の研修プログラムをデザインすることによって、民間セクターが研修費を支払って参加する環境が醸成されるであ

ろうとのことであった。



－ 14 －

２－５　当該分野へのドナー支援とわが国の協力実績

（1）他ドナー支援の支援状況

➢　PFMRP に係る支援として、世銀、英国国際開発省（DFID）、デンマーク国際開発

援助庁（DANIDA）、欧州連合（EU）等がバスケットファンド投入により（ただし

DANIDA と EU は未拠出）、インフラ整備費や研修経費等への支援を行っている。研

修内容にかかわる技術支援はドイツの大学との提携を除き限定的。

➢　2000/01 年度より MKUKUTA で規定された開発目標を達成することを支援する目的と

して、ドナーによる一般財政支援が供与されている。2010/11 年度では当該一般財政

支援はタンザニア政府歳出の約 7％を占める。一般財政支援において、PFMRP はタン

ザニア政府が取り組むべき重要改革課題の 1 つとして位置づけられている。

➢　IMF が所得税、関税、評価、鉱業セクターや電気通信セクターへの課税の調査などの

分野の短期専門家（2 ～ 3 カ月）を派遣。

➢　2010 年にタンザニアが「採取産業透明性イニシアティブ（EITI）」に加盟したことから、

タンザニアで活動する 12 の鉱物資源開発企業は法人税、鉱区使用料などを TRA に報

告し、その確認を経て鉱物資源開発によって国庫にもたらされる歳入を公開する環境

が整備されていくことになるが、世銀、カナダ、ノルウェー、アフリカ開発銀行（AfDB）
が同イニシアティブの枠組みの下、歳入の透明性強化、課税強化を重視した技術協力

を実施中（準備中）。

➢　SIDA は、スウェーデン税務庁を通じて、ITA の能力強化プロジェクトの可能性を検

討している。また、DANIDA は、税務政策に関する技術支援の可能性を模索しており、

そのための調査を実施する予定である。

（2）わが国の協力実績

➢　わが国は一般財政支援に継続的に貢献。2000/01 年度からは債務救済無償を活用し

て、2003/04 年度からはノンプロジェクト無償資金協力を通じて 5 億円を拠出、また

2007/08 年度以降は円借款により 20 億円を拠出している。

➢　PFMRP コモンバスケットに対しても、2005/06 年度以降、食糧援助見返り資金や貧困

削減戦略支援（PRS）無償を通じて拠出している（2009/10 年度は 5,000 万円）。

➢　技術協力プロジェクトに関しては、「内部調査能力強化プロジェクト（2009 年 9 月～

2012 年 8 月）」及び「（広域事業）東部アフリカ地域税関能力向上プロジェクト（フェー

ズ 2：2009 年 9 月～ 2013 年 9 月）」を実施している。前者に関しては、財務・経済省

中央内部調査室の業務遂行能力を強化することにより、中央諸官庁・州政府における

内部調査業務の質を向上させることを目的にする。後者はケニア、タンザニア及びウ

ガンダにおける税関分野の技術協力を実施しており、税関職員・組織の能力向上をめ

ざす。
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第３章　事業事前評価結果

３－１　団長所感

タンザニアでは公共財政管理の改革が重要な課題の 1 つとして掲げられており、1998 年から

始まった一連の公共財政管理改革プログラムという主に予算策定、執行、歳出管理を対象とする

戦略プログラムが実施され、わが国も債務救済無償やノンプロ無償、円借款を利用した一般財政

支援やコモンバスケットへの資金拠出を行うとともに、開発調査や現在実施中の内部監査能力の

向上に関する技術協力を通じてその取り組みを支援してきた。

一方、歳入強化の面では、「税・関税近代化プログラム」を通じて TRA の機能強化に関する

取り組みが行われており、同国の歳入は順調に増加していることがうかがわれる。しかしなが

ら、現状は歳入の約 3 割を外国からの援助に依存しているうえ、GDP に占める内国歳入の割合

は 17％以下と低い水準である。さらに、東部アフリカ地域における関税同盟の施行によって関

税収入が低減していくことが予想されることから、本プロジェクトの実施を通じて税務行政の強

化及び歳入増加をめざすことは時宜にかなったものと認められる。

今般の詳細計画策定調査を通して、ITA が相当程度独自の取り組みを進めているうえ、東アフ

リカ共同体（EAC）及び南部アフリカ開発共同体（SADC）地域における税務教育の「Center of 
Excellency」をめざすといった発言もあり、周辺国から研修生を受け入れる等想定以上に能力が

高いこと、歳入強化政策面等で各ドナーの支援が入っていることから協調して本プロジェクトを

実施する必要があること等が確認された。

事前評価を含む詳細計画の内容については他に譲るとして、ここでは本プロジェクトを実施す

るにあたって留意すべき点を指摘し、今後の検討材料としたい。

なお、本プロジェクトは数年前から要請されてきたものであり、ITA の期待は極めて高いこと

が今般調査中に非常に感じられたところ、わが方としてもこうした期待に応えられるように本プ

ロジェクトを実施していくことが肝要である。

（1）プロジェクトの枠組み

1）プロジェクト目標

プロジェクト目標を「ITA によって提供される研修事業が改善される」としたが、これ

は ITA が主催する研修全体を改善することを意図したものではなく、本プロジェクトで

取り扱う研修コースを通じて ITA が企画・立案・評価に関する能力向上を図ることを目

的とするものである。そのため、達成度を測る指標についても、本プロジェクトにおい

てパイロット的に実施する研修についての満足度や講師の育成数とした。ITA が実施する

他研修コースへの裨益については、ITA が本プロジェクトの成果を活用することが期待さ

れる。

2）上位目標

本プロジェクトで特定した研修コースの企画・実施・評価に関する ITA の能力向上が

達成されたあと、次に期待されるのは ITA 自身による本プロジェクト成果の他コースへ

の展開であるが、それだけでは ITA 内で完結してしまう内容であり、税務行政の改善を

喫緊の課題としているタンザニア側の期待に応えるには更に時間を要してしまう。一方
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で、本プロジェクト終了後 3 年程度で税務行政全体が改善するとするのは少々野心的と

も思われることから、「TRA 職員個々の能力向上」を上位目標に置いたところ、こうした

点を意識したプロジェクトの実施が期待される。

3）成　果

成果 1 については、当初、ITA の人事戦略を踏まえた研修の全体計画に関する見直し

を想定していたが、ITA は既に独自に多くの研修を実施していること、ITA のニーズが主

に税務調査に関する新たな課題に関心を有していることから、個別研修に特化して支援

するなかで研修コースの企画立案能力の向上や教材標準化に主眼を置いた。したがって、

本プロジェクトを実施する際には単なる研修コースの組成や実施だけではなく、カウン

ターパート自身が独力でそうした活動を行えるような能力を身につけることが必要であ

る。

成果 2 は ITA 講師の研修実施能力を強化することが目的であり、JICA 事業一般に見ら

れる Training of Trainers（TOT）である。しかしながら、これまでの ITA の研修が各講師の

裁量に任され、講師間の情報交換がなされることなく知見の蓄積が全く行われてこなかっ

たこと、また、受講生の満足を得るような研修を行ってきたかについて疑問が残る、といっ

た問題点が ITA から提議されたところ、OJT を通じた教材作成や専門分野の教授を行う

のはもちろんであるが、どのように授業を行うのかといった教授法（ティーチングメソッ

ド）を検討するために研修風景をビデオに撮影し、講師陣を集めて意見交換を行うといっ

た工夫が求められる。

成果 3 は評価手法の強化であるが、研修後評価（アンケート）、理解度評価（試験）、活

用度評価（追跡調査）について ITA は既に実施しているところ、既存のプロセスをレビュー

して実施手法や内容に関する改善を検討するとともに評価結果を広く共有・活用するこ

とが求められる。その方法として、各科目の標準化を目的として ITA 講師が構成する「科

目パネル」を受け皿にできるのではないかと提案し、ITA の合意を得た。

（2）支援する研修の特定

ITA は 2010/11 年度について 43 の研修コースを実施しているが、6 カ月以上の長期コース

は主に民間向けとなっており、受講生が通関業者や運送業者、税務コンサルタント、法律事

務所等へ就業することを支援している。これらコースに TRA 職員もわずかながら参加して

いる一方、TRA 職員の能力向上は基本的に短期コースが中心であり、本プロジェクトでも

短期コースの改善を通じて税務行政能力の向上をめざすことが確認された。

今回の調査を通じて、既に開設している税務行政基礎コースの見直しのほか、上級者向け

税務行政、電子会計システム、国際課税、特定セクターに関する税務調査、納税者サービス

等についての新規研修の立ち上げをパイロット的に実施することで合意したが、特に基礎研

修の改善及び上級研修の設立には相当程度時間を要することが想定されるところ、新規立ち

上げについてはリソースや予算を踏まえたうえで取捨選択する必要がある。まずは、税務行

政の基礎コースの改善及び上級コースの立ち上げに取り組むとともに、特定分野の新規研修

についてはリソースを手当てしつつ対応を検討していくことが適当であろう。なお、日本の

リソースで対応できない場合は第三国の可能性も探ってほしい旨 ITA より要望があり、当方
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としても可能な限り応えるべきと考える。

民間向け研修を新たに立ち上げることに関しては、受講料を払ってまで税金を支払う方法

を民間企業が学ぶことについて懐疑的である旨当方より伝え、先方も了解したところ、こう

した研修の立ち上げの可能性についてはプロジェクト開始後も継続して検討することとし

た。

（3）ベースライン設定

ITA の現状を把握して改善を図り、3 年後のプロジェクト終了時に成果を測るためにもベー

スラインを設定する必要がある。具体的な内容としては、現状の研修内容、受講者の満足度、

講師のレベル、現在実施している評価手法及び内容等に関する調査を本プロジェクトの開始

にあたって実施することが必要であろう。

（4）専門家の長期滞在

プロジェクトの円滑な遂行及び ITA のニーズの的確な把握のためにも長期滞在者が必要と

いう ITA からの要請があった。本プロジェクトについては業務実施契約によって対応するこ

とを検討しており、その場合は専門家のシャトル派遣が基本となるが、調整員の張り付けも

含めてなるべく先方の要請に応えるようにしたい。

（5）相手国負担

当然のことながら研修開催費用については先方負担であるが、教材作成費用やニーズ調査

実施等における ITA 講師の日当・旅費をプロジェクト負担とすることについては、タンザニ

アにおけるカウンターパート経費の取り扱いに準じて対応するものと考える。

（6）機材供与

先方の要請としては、受講生の成績管理に関するソフト、電子会計システム研修用の会計

ソフト、研修用の蔵書であるが、本プロジェクトの円滑な実施及び予算上の観点に照らして

その要否を検討したい（図書館のセキュリティシステムに関する要請もあったが、さすがに

対応は難しい旨伝達）。

なお、供与後のメンテナンス等にかんがみ、現地調達を基本としたく、仕様及び金額につ

いて ITA に準備をお願いしたところ、フォローが必要である。

（7）関税分野及び研究協力

当初より先方が要望していた関税分野と研究分野への支援に関し、関税については既に東

部アフリカ地域を対象としてワンストップボーダーに係る支援のなかで税関職員の人材育成

に取り組んでいること、研究協力については今般の調査のなかで先方より特段の要請がな

かったことから、これらを本プロジェクトのスコープ外とした（研究協力については、例え

ば国別研修を利用した本邦への長期研修等で対応可能か）。

（8）ドナー連携

これまでスウェーデンが 1984 年からインフラ整備に関する支援を行ってきている。また、
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デンマークについては税制に関する協力の可能性を探っているとのことである。今のところ

歳入分野の人材育成、特に ITA への技術支援は JICA が先行しているようであるが、公共財

政管理に関する支援については多くのドナーが関与しているところ、今後も情報交換を密に

行い、調整を図っていく必要があろう。

３－２　プロジェクトの概要

本プロジェクトは、ITA によって提供される研修事業 に関して、①計画・準備プロセスの体系

化、②研修実施に係る ITA 講師の能力強化、③評価手順の強化という 3 つの側面から技術支援を

進めることにより、特定された研修事業の改善を図り、もって税務行政に係る TRA 職員の能力

強化に寄与するものである。

協力概要は以下のとおり。

【プロジェクト目標】

税務研修センター（ITA）によって提供される研修事業が改善される。

（指標・目標値）

1.　 特定された研修事業に関する TRA 担当部局（受講者の所属部署）の満足度が、平均で

XX％以上に達する。

2.　特定された研修事業の受講者数が XX 人以上に達する。

【上位目標】

タンザニア歳入庁（TRA）職員の税務行政能力が強化される。

（指標・目標値）

1.　各 TRA 職員によって遂行された税務調査の年間平均件数が増加する。

2.　税務調査件数当たりの平均追加徴収額が増加する。

【成果 1】
研修事業の計画・準備プロセスが体系化される。

（指標・目標値）

1-1　 特定された研修事業のカリキュラム及び研修教材に関する研修受講者の満足度が、平均

で XX％以上に達する。

1-2　各科目の教材の活用頻度が増加する。

（活動）

1-1　税務行政改善及び TRA 職員の能力強化に関するニーズ調査を実施する。

1-2　上記ニーズ調査を踏まえ、新規作成 / 改訂が必要な研修事業を特定する。

1-3　特定された研修事業のカリキュラムを作成 / 改訂する。

1-4　 特定された研修事業について、科目パネルによる研修教材の作成 / 改訂及び標準化を支援
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する。

【成果 2】
ITA 講師の研修実施能力が強化される。

（指標・目標値）

2-1　ITA 講師による出版物 16 の数が増加する。

2-2　 ITA 講師の知識・スキル及び指導法に関する研修受講者の満足度が、平均で XX％以上に

達する。

（活動）

2-1　 ITA 講師を対象にして、特定された研修事業に必要な知識・スキル及び指導法を習得す

るための研修 / セミナーを実施する。

2-2　ITA 講師によって習得された知識・スキル及び指導法を ITA 内で共有・蓄積する。

2-3　特定された研修事業について、ITA 講師によって実施される税務行政研修を支援する。

【成果 3】
ITA の評価手順が強化される。

（指標・目標値）

3-1　各科目パネルで受領された評価結果の割合が XX％以上に達する。

3-2　各科目パネルでレビューされた評価結果の割合が XX％以上に達する。

（活動）

3-1　ITA の評価手順をレビューする。

3-2　評価手法を確立・改善する。

3-3　 特定された研修事業に関して、ITA の研修受講者及び（受講者の）所属組織 / 部署による

評価を行う。

3-4　評価結果の分析を行う。

3-5　上記の評価分析結果を各科目パネルに提供する。

３－３　プロジェクト実施にあたってタンザニア側と確認した留意事項

（1）研修事業の計画・準備・実施・評価の各段階における一連の活動の改善・体系化を通じて

ITA が提供する研修プログラムの質の向上を図るため、「科目パネル」 が当該研修事業サイ

クル改善の中核を担う役割となる。

16
　 ITA の人事戦略上、講師は自らの知識を踏まえ、講義だけでなく各種論文を書くことが求められている。講師がプロジェクト

活動を通じた知識獲得を経て、講義能力だけでなく、その知識を広く普及できる能力を有しているかどうかを測るため、論文

や部内報、出版物等の形態による情報発信実績を評価する。
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（2）上記研修事業サイクル改善のため、プロジェクト期間中最大 5 つのコース（対民間企業含

む）の新設 / 更新及び実施を行う。プロジェクト開始後のニーズ調査を通じてこれらコー

スの選定を行うこととなるが、ITA より提案された現時点で想定される研修コースは以下

のとおり。

➢　既存の初任者研修（8 週間）の改善

➢　配属後 5 年程度の調査官を対象とした上級コース（3 ～ 4 週間）の新設

➢　大・中企業を担当する税務調査官を対象とした電子会計システム調査コース（3 ～

4 週間）の新設

➢　多国籍企業を担当する税務調査官を対象とした移転価格税制等国際課税に係る

コース（2 週間）の新設

➢　製造業を担当する税務調査官を対象とした製造業税務調査コース（2 ～ 4 週間）の

新設

➢　納税者サービス担当官を対象とした納税者サービス研修（1 ～ 2 週間）の新設

➢　金融業を担当する税務調査官を対象とした金融業税務調査コース（2 ～ 4 週間）の

新設

（3）民間企業を対象とした自己収入創出につながる研修コースの創設については、現時点で具

体的かつ実現可能な提案を ITA から得るに至らなかったため、プロジェクト開始後、マー

ケットニーズ、有料研修としての実現可能性、技術面・予算面での対応可能性を踏まえ、

検討していく。

（4）選定された上記コースの実践を通じて ITA の研修事業サイクルを改善していくためには、

専門家と ITA との密接なコミュニケーションが鍵となる。ITA の提案を受け、今後 JICA
はより長期で継続的に駐在できる専門家派遣の方法について検討する。

（5）ITA から要請された、選定されたコースにかかわる参考文献の充実化や電子化（pdf 化）、

電子会計システム研修のための練習用会計ソフトウェア、受講生の成績管理ソフトウェア

等の供与について、必要性や予算制約を踏まえ検討する。

（6）本プロジェクトにおいては、税関分野は支援対象に含めない。

（7）各指標の目標値（XX ％ / 人など）は、ベースライン調査実施後に具体的な数値を設定し、

合同調整委員会（JCC）にて承認を得る予定である。

３－４　評価 5 項目による分析

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切であると判断される。

３－４－１　妥当性

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。
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＜タンザニア国政府の政策との整合性＞

（1）タンザニア国政府は、これまでの国家開発戦略である「貧困削減戦略ペーパー（PRSP）」
「成長・貧困削減国家戦略（MKUKUTA）」及び現行の「MKUKUTA -Ⅱ」において、

公共財政管理分野の改革を重要課題の 1 つとして掲げている。同改革の最終的な目的

は公的資金の適切な管理・活用による（特に貧困層 ･ 社会的弱者に対する）公共サー

ビスの改善である。2010/11 年度から 5 年間を対象とする「MKUKUTA -Ⅱ」は、3 つ

の開発目標（クラスター）17 から構成される。第 3 クラスター「ガバナンス及びアカウ

ンタビリティ」は、経済成長と貧困削減を達成するための好ましい環境を形成するう

えでの基礎的な課題と位置づけられている。また、2012 年 1 月に開始予定とされる「第

4 次公共財政管理改革プログラム（PFMRP - Ⅳ：2011/12 ～ 2015/2016 年度）では、重

点項目の 1 つに「歳入管理」を掲げており、課税基盤の拡大、非税収入の増加、納税

者の啓発などを進めることを計画している。加えて、第 3 次 TRA 企業計画（2008/09
～ 2012/13 年度）及び同計画を踏襲した第 2 次 ITA 戦略計画（2009/10 ～ 2012/13 年度）

では、戦略目標として、関税及び租税に関する ITA の研修事業の質・量両面での改善

を掲げており、研修を通じて TRA 事業への積極的な貢献をめざしている。したがっ

て、研修事業の改善、さらには TRA 職員の税務行政能力の強化をめざした本プロジェ

クトは、同国の開発戦略・計画の方針及び内容に整合するといえる。

＜日本国政府の政策との整合性＞

（2）現在策定中の「対タンザニア連合共和国　国別援助方針」では、援助重点分野の 1 つ

に「国民すべてに対する公共サービスの改善」を掲げており、開発課題として「行財

政管理能力強化」を位置づけている。同課題には「公共財政管理能力強化プログラム」

が設定されており、日本の対応方針として、公共財政管理に関し、これまでの協力の

具体的成果を活用しつつ、公共サービスを提供するための計画策定能力及び人材・財

政管理能力の強化について取り組んでいくこととされている。公共財政管理において

は、技術協力によるタンザニア国政府の能力開発や制度構築を支援するとともに、貧

困削減戦略支援（PRS）無償などを活用したコモン・バスケットへの拠出を通じた各

改革に必要な財政基盤を強化することが謳われている。公共財政管理に対応する具体

的な支援として、公的財源の公平な配分計画と適正な執行を実現する観点から、中央

官庁におけるより適切な会計、財務並びに内部監査業務執行のための能力向上、及び

国内徴税機能強化のための協力を展開することとしている。なお、本プロジェクトは、

「公共財政管理能力強化プログラム」内に位置づけられるため、本プロジェクトの内

容は、日本国政府の援助方針と合致する。

＜プロジェクトのニーズ＞

（3）東部アフリカ域内関税の低減、援助資金依存からの脱却をめざしていることにかんが

みれば、中長期的に内国歳入を強化することは不可欠である。タンザニアでの歳入強

17
　 3 つのクラスターは、それぞれ「第 1 クラスター：成長と所得貧困の削減」「第 2 クラスター：生活と社会福祉の改善」「第 3 ク

ラスター：ガバナンス及びアカウンタビリティ」となっている。
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化の主な課題としては、徴税体制の改善よりも、VAT 課税対象の拡大、鉱業セクター

への課税、インフォーマル・セクターのフォーマル化などを含む税務政策面に焦点が

当たっている。一方で、中長期的に税収基盤を強化するためには、間接税（物品税、

VAT など）だけでなく、直接税（法人税や所得税）を幅広く徴収するための基盤・体

制づくりも重要である。また、ITA 所長によれば、タンザニアでは急速に複雑化する

企業活動に対して、関連税法の整備が大幅に遅れており、税法上のスキルも不十分な

ために大企業への課税の機会を失っているとのことであった。したがって、内国税収

を増加させるために、ITA の人材育成機能を有効に活用して、TRA 職員の税務行政能

力を強化する意義は極めて高いと考えられる。

（4）ITA による人材育成に関しては、体系的な研修運営管理サイクル（計画・準備・実施・

評価）が確立されていないこと、タンザニアの現状 ･ ニーズに合致した教材が整備さ

れていないことなどから、人材育成を強化するための見直しが必要となっている。し

たがって、研修事業の計画・準備・実施・評価の各段階における一連の活動の改善・

体系化を通じて研修事業の改善をめざすことは、ITA のニーズに合致する。

（5）本調査で行われたワークショップでは、研修ニーズが的確に把握されていないため、

それを反映させた研修カリキュラムが策定されていないこと、また教材や配布資料が

適切にレビューされていないことが問題提起された。加えて、ITA 講師向けの専門科

目に係る研修コースが不足すること、各専門分野の税務監査スキルが脆弱であること

から、ITA 講師を対象とした税務行政に係る実践的な研修が十分に提供されていない

状況である。さらに、ITA 内で評価結果を共有するための機会が与えられていないた

め、研修事業の評価が ITA 講師によって十分に遂行されていないという意見があった。

本プロジェクトは、このような ITA 内の各ニーズに応えられるようにデザインされて

いる。

３－４－２　有効性

本プロジェクトは、以下の理由から高い有効性が見込まれる。

（1）プロジェクト目標の達成に必要不可欠なアウトプットとして、ITA の研修事業 18 に係る 
①「計画・準備プロセスの体系化」、②「ITA 講師の能力強化」及び ③「評価手順の強化」

の 3 つが設定されている。①では、研修事業が ITA によって円滑に進められるように、

特定された研修事業に関して、タンザニアの現状･ニーズを踏まえた研修カリキュラム・

教材を作成することにより、計画・準備プロセスの体系化を図る。②については、ITA
講師を対象とした研修 / セミナーの実施、育成された ITA 講師による TRA 職員への税

務行政研修を支援する。①及び②の研修プロセス（計画・準備・実施）を繰り返すこと

により、ITA の人材育成機能が強化されることをめざす。③に関しては、ITA 研修受講

者、その所属機関による研修評価を行い、その評価結果を研修内容（研修カリキュラム

18
　プロジェクト開始後の活動として、ニーズ調査などの結果から精査して、最大 5 つの研修事業を特定することになっている。
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及び教材）に反映させる。このように、①～②を通じて、体系化された一連の研修運営

管理プロセスを確立するとともに、③で研修事業の評価を行うことによって、研修サイ

クル（計画・準備・実施・評価）が完結し、その相乗効果としてプロジェクト目標の「ITA
による研修事業の改善」に到達するようにデザインされている。したがって、アウトプッ

ト①から③を効果的に組み合わせることにより、協力期間終了時にプロジェクト目標が

達成される見込みは高いと考えられる。

（2）プロジェクト目標の指標として、①研修事業に関する TRA 担当部署（受講者の所属機

関 / 部署）の満足度 19、②研修受講者の人数を置いた。指標①は、ITA によって提供され

た研修コースに関して、受講者の所属機関の満足度を確認する指標である。研修内容が

実務的に有用であるかどうかを確認する指標として、TRA 担当部署の満足度（TRA 職

員の税務行政能力の改善度など含む）を測ることになっており、必要に応じてその結果

を ITA にフィードバックし、研修事業の改善をめざすという流れになっている。指標②

は、量的な指標として、研修受講者の人数を確認する指標である。このように、プロジェ

クト目標の達成度を的確に測るようにデザインされている。なお、指標①の入手手段と

して、研修受講者の所属部署への質問紙調査を行うことになっているが、質問項目の詳

細は、プロジェクト開始後、専門家及びカウンターパートの間で内容を協議・検討する。

これら複数の指標を設定することにより、プロジェクト目標の達成度を質及び量の両側

面から判断する。

３－４－３　効率性

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。

（1）JICA の本邦課題別研修「東部アフリカ税制・税務能力向上研修」が行われており、

2009 年度には TRA から 4 人、ITA から 1 人が参加した。2011 年度（11 月 13 日～ 12 月

2 日）も同研修の実施が計画されている。さらに、国際税務行政セミナー（上級コース

/ 中核人材育成型）及び同セミナー（一般コース / 人材育成普及型）も行われている。

上級コースでは、2005 ～ 2010 年度まで毎年 1 人（TRA から 5 人、ITA から 1 人）が参

加している。また、一般コースは 2002 年度から開始されており、2008、2010、2011 年

度には ITA から各 1 人（計 3 人）が参加している。日本で知識・技術を向上させた研修

受講者を積極的に当該プロジェクトのカウンターパートまたはリソース・パーソンと

して配置し、効果的な活動を展開することによって、アウトプットの達成度を高めてい

くことが期待できる。また、研修受講者は、同研修を通じて税務行政、納税者管理、税

務監査、国際課税、税務相談・広報などに関する知識やスキルを習得している。したがっ

て、育成された人材を有効かつ最大限に活用するとともに、そこで培われた多くの経験

や教訓を共有・蓄積し、効果的に活用していくことにより、プロジェクト活動を効率的

に展開することができる。

19
　TRA 原課の満足度を測定することによって、研修を受講した TRA 職員が効果的に機能するようになったかどうかを評価する。
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（2）特定された研修事業について、ITA 講師が実施する税務行政研修に係る経費は ITA 側で

負担し、その実施をプロジェクトで支援することになっている。これは ITA で実施され

る通常の研修経費ではあるものの、そのなかで特定された研修事業に対して技術支援を

行うため、タンザニア側の「投入」として、その実施に係る経費を明記した。

（3）本プロジェクトによって特定された研修コースに係る参考文献の充実化や電子化、電

子会計システム研修のための練習用会計ソフトウェア、受講生の成績管理ソフトウェア

などの供与について、同投入に対する各アウトプット達成上の効率性（投入の効率化）、

そのニーズや予算制約などを踏まえて検討する。なお、供与後のメンテナンスなどにか

んがみ、現地調達を基本とする。

（4）これまでの ITA の研修は各講師の裁量に任され、講師間の情報交換や知見の蓄積が行

われてこなかったという問題点が ITA から提議された。本プロジェクトでは、OJT を通

じた教材作成や専門分野の指導を行うとともに、各講義での指導法を検討する。特に指

導法に関しては、研修風景をビデオに撮影し、講師陣を集めて意見交換を行うような工

夫が求められる。

（5）アウトプット達成に至るための外部条件として、「カウンターパートの人事異動が頻繁

に起こらない」ことを記載している。本外部条件はアウトプットの達成に対する阻害要

因となる可能性があるため、定期的にモニタリングを行い、必要に応じて対応策を検討

する。

３－４－４　インパクト

本プロジェクトの実施によるインパクトは、以下のように予測される。

（1）上位目標で掲げられているように、プロジェクト終了後、TRA 職員の税務行政能力が

強化されるためには、研修事業の計画・準備・実施・評価の各段階における一連の活動

の改善・体系化を通じて、ITA が提供する研修事業の質を向上させることが重要である。

プロジェクト活動では、アウトプット 3 の活動を通じて、TRA 担当部局及び研修受講

者が研修事業を評価し、その結果を各科目パネルに提供することになっており、研修事

業の更なる改善が期待できる。さらに、アウトプット 2 では、研修やセミナーを通じて

研修実施能力が強化された ITA 講師が、今までよりも質の高い研修コースを提供するこ

とになるため、TRA 研修受講者の税務行政に係る知識・スキルの向上に大きく寄与す

ることが見込まれる。このように、協力期間中から上位目標の達成に必要な方策及び手

順を検討し、研修事業を継続的に改善させるためのプロセスを定着させることにより、

プロジェクトが終了してから 3 年後には上位目標である「TRA 職員の税務行政能力強化」

の達成が期待できる。

（2）上位目標に至るための外部条件として、「税務行政サービスの提供に必要な予算・人材

が、タンザニア国政府によって継続的に配賦・配置される」及び「プロジェクトの研修
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を受講した TRA 職員が大幅に離職しない」が挙げられる。上位目標の達成には、タン

ザニア国側の自助努力に依存するところが大きく、当該条件が満たされない限り、上位

目標を達成することができない。よって、上位目標の達成に向けて、タンザニア国政府

が税務行政サービス提供に必要な予算及び人員を継続的に確保しているかどうかを協

力期間中から確認する。また、ITA による研修事業を受講した TRA 職員が、研修で習

得した知識やスキルを実務に反映させない限り、TRA 職員の税務行政能力の強化とい

う状態には到達できないため、TRA 職員による業務が継続されるように、同条件のモ

ニタリングを行い、必要に応じて対応策を検討する。

（3）本プロジェクトでは、ITA が提供する長期及び短期のすべての研修コースを提供するこ

とはできないため、プロジェクト終了後は特定された 5 つの研修コース（モデル・コー

ス）から抽出された経験や教訓などを有効に活用して、他の研修コースの改善にも取り

組むことが肝要である。本プロジェクトで研修事業の改善につながるモデル・コースが

確立されれば、体系化された一連の研修運営管理プロセスを、ITA が今後新設 / 更新す

る研修コースに反映させることができると考えられる。

（4）これまでスウェーデンが 1984 年からインフラ整備に関する支援を行ってきている。ま

た、デンマークは税制に関する協力の可能性を探っているとのことである。今のところ

歳入分野の人材育成、特に ITA への技術支援は JICA が先行しているようであるが、公

共財政管理に関する支援については多くのドナーが関与しているところ、今後も情報交

換を密に行い、調整を図っていく。

（5）ITA、ダルエスサラーム大学及びドイツの Munster 大学と連携して、関税・税務管理の

修士課程を ITA に設置する計画を有している。企業としては、税務の専門性をもつ学生

を中小企業が雇用することによって、外部のコンサルタントなどに税務管理経費を支払

うよりも、より低コストで納税業務を行えるとともに、滞納等による TRA からの処罰

を回避することが容易になる。民間企業にとって専門性を有する人材を輩出する修士課

程のニーズは高く、本プロジェクトの体系的な研修運営管理サイクルが、同課程の設置

やその質の向上に寄与することが期待される。

３－４－５　持続性

本プロジェクトの持続性は、以下のとおり期待される。

＜政策面＞

（1）妥当性でも述べているとおり、第 3 次 TRA 企業計画（2008/09 ～ 2012/13 年度）及び

同計画を踏襲した第 2 次 ITA 戦略計画（2009/10 ～ 2012/13 年度）では、戦略目標として、

関税及び租税に関する ITA の研修事業の質・量両面での改善を掲げており、研修を通

じて TRA 事業への積極的な貢献をめざしている。よって、協力期間終了後も同計画

の方針が堅持されれば、ITA 研修事業の改善に向けた継続的な政策支援が得られるで

あろう。
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＜財政面＞

（2）TRA 全体予算のなかで ITA の経常予算（給与除く）は 3％弱となっている（付属資料

５参照）。2011/2012 年度 20（見込み）の同 ITA 予算は、約 308 万米ドルとなっており、

そのうち 151 万ドル（ITA 予算の 49.1％）は「研修事業の改善」に係る活動費に充て

られている。また、TRA スタッフへの研修は、主に短期コースで進められている一方、

学生や社会人を対象にした長期コースでは、研修や教育プログラムの授業料及び民

間セクターへのコンサルテーション料を徴収しており、2011/12 年度は約 126 万ドル

の収入が見込まれている。同収入は ITA を通じて TRA 本庁に納付される。こうした

ITA の収入創出活動は、TRA からの予算を確保・増加させることを目的に行われてお

り、自己収入を増加させることによって、TRA との予算折衝時における増額の交渉

手段として活用することが期待される。今後、TRA からの予算増額を実現させるた

めに、研修事業による収入創出活動を通じて増収を図っていくことが、プロジェクト

終了後の財政的な持続性を確保する方策であると考えられる。なお、本プロジェクト

における民間企業を対象とした自己収入創出につながる研修コースについては、現時

点で具体的かつ実現可能な提案を ITA から得られていないため、プロジェクト開始後、

マーケットのニーズ、有料研修としての実現可能性、採算性、技術面などの対応可能

性を踏まえて検討する。

＜運営面～プロジェクト活動の継続性＞

（3）既存の科目パネルを効果的に活用することによって、協力期間終了後の各活動の継続

性を担保できるようにプロジェクトをデザインした。科目パネルは、研修教材の標準

化及び評価分析結果のレビューを行うことになっており、研修事業を改善するうえで

要所となる活動に科目パネルを適用した。このように、協力期間中から科目パネルを

有効に活用することにより、協力期間終了後も科目パネルが中心となって、研修事業

を改善していくための活動を継続的に行っていくであろう。

（4）協力期間終了後、研修事業が継続的に改善されていくことを考慮して、アウトプット

3 の活動 3-3 から 3-5 では、研修コースの評価を行い、その分析結果を半年ごとに各

科目パネルに提供することになっている。このように、評価分析結果を定期的に取り

まとめ、それを科目パネルに提供するという伝達経路を構築する。また、これらの一

連の活動を体系化し、協力期間中から評価手順の定着化を図ることによって、協力期

間終了後も、研修事業の改善が継続的に推進されることが期待できる。

＜技術面＞

（5）アウトプット 2 では、ITA 講師の研修実施能力の強化に向けた活動を展開する。具体

的には、ニーズ調査の実施及び研修カリキュラムの作成に係る直接的な技術指導、並

びに研修 / セミナー（本邦研修 / 第三国研修を含む）への参加を通じて、ITA 講師は、

特定された研修コースに必要な知識・スキル及び指導法を習得することになってい

20
　タンザニアの予算年度は、7 月 1 日から始まり、翌年の 6 月 30 日までとなっている。
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る。また、活動 2-2 では、ITA 講師が習得した知識・スキル及び指導法を共有・蓄積

することになっている。これまでは、各講師の裁量に任され、講師間の情報交換や知

見の蓄積が十分に行われてこなかったことを踏まえ、税務行政に係る知識・スキル及

び授業の指導法を検討するために、講師陣を集めた意見交換の実施、研修風景ビデオ

の上映などを積極的に行い、ITA 講師の技術面での向上を図る。さらに、アウトプッ

ト 3 を通じて、TRA 研修受講者やその所属部署による研修評価結果を的確に分析（実

際の活用状況や研修効果の測定）できるように、評価調査の精度及び質を向上させる

技術指導も行う。このように、協力期間中からこれらの活動を繰り返し行うことによ

り、協力期間終了後も、知識・スキル及び指導力を向上させた ITA 講師が、質の高い

講義を継続的に提供することができるであろう。



付　属　資　料

１．協議議事録（Minutes of Meeting）

２．PCM ワークショップ結果

３．ITA の研修事業実績

４．ITA 研修計画

５．ITA の研修実施予算

６．その他収集資料リスト
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